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ョップ（最新オフィス動画視聴、シーン想起、アンケート形

式の振り返りワーク）を実施した。ここでも、概ねエンゲー

ジメントへの関心の高まりが見られたが、対面ワークショッ

プに比べると「帰属意識」の向上への関心に関しては課題が

残る結果となり、現在、改善策を模索している。 
●●「「自自己己超超越越欲欲求求」」とと場場ととのののの関関わわりりはは今今後後のの課課題題（（溝溝上上））  
最上位の欲求である「自己超越欲求（至高体験）」（表 1で
は割愛）については、これまでワークプレイスとの関係性は

ほとんど議論されていない。関連する最近の変化は、働く価

値観の多様化により、利益追求よりも NPO 活動などの社会
問題解決や真の幸福感に興味を持つ若年層が増えていること

である。この状況からも「自己実現」からさらに「自己超越

欲求」までを幅広く考える必要が出てきている。ただし、こ

れに対してオフィスで何ができるかの議論はこれからである。 
 

6． まとめ 
以上、WP プログラミングの視点からみた現状における働
き方の変化、With コロナの WP プログラミング、Post コロ
ナに向けた見通し、そしてマズローの 5段階欲求説に照らし
たWPプログラミングの方向性について、今見えてきている
事象について述べた。本稿の 9名の著者に加えて、他の本部
会のメンバーそれぞれに現象の解釈があり、今後に向けた方

策もそれぞれである。しかし、本稿を通じで多くの共通する

認識やWPプログラミングのいくつかの大きな方向性が見え
てきたのではないだろうか。次の一歩としては、Postコロナ

における具体的な方策を整理する必要がある。 

 

補注 

注1） 松本裕司、他本部会メンバー10 名： コロナ禍で見えてきた新しい
働き方～ワークプレイスプログラミングの視点から～、日本オフィス

学会誌、Vol12-2、pp.17-22、2020（同年大会予稿集と同内容） 
注2） 2020 年 4 月～2021 年 5 月に発行された、日経新聞、読売新聞、

及び Web メディアであるパーソル総合研究所、ニッポンドットコム、
SankeiBizから関連する記事を収集した。 

注3） 日本ファシリティマネジメント協会「新型コロナウィルスの感染拡大に
伴う中長期的な在宅勤務の実施がワーカーのウェルビーイングに

及ぼす影響」http://www.jfma.or.jp 他 
注4） ザイマックス総研：経営課題としてのワークプレイス戦略

https://soken.xymax.co.jp、2021.3.22 他 
注5） 日本経済新聞： オフィス再開で社員と綱引き 米 IT 大手、感染収

束にらみ、2021.6.11 他 
注6）  A. H. マズロー： Motivation and Personality, 小口忠彦訳, 人

間性の心理学, 産業能率大学出版部刊、1987 
注7） 上記注6）やその他の文献を参考に著者が作成。本図では、晩年の

マズローが加えたとされる6段目の自己超越欲求についても加えた。 
注8） 丸山玄：ウエルネス化を推進するワー クプレイス作りの評価項目に

関する考察 －ワーカーのウエルネスと企業・団体の新たなマネジメ
ント方法を両立する評価構造化の試み その 2、日本建築学年度
2018 年学術大会梗概集（環境工学）、pp.985-988、2018 

注9） 丸山玄、中村信一： エンゲージメント向上を目指すワークプレイス
改革ワークショップの実践効果の考察 ワーカーのウエルネスと企
業・団体の新たなマネジメント方法を両立する評価構造化の試み そ
の 4、その 5、日本建築学会 2021年度学術大会梗概集、2021 

表 1 マズローの欲求 5段階説とWith/PostコロナでのWPプログラミング 

  SShhoouulldd CCaannとと  WWaanntt（（**斜斜体体）） 現現状状やや変変化化//そそのの他他 

自 己 

実 現 

要 求 

・何のために仕事しているのかを分

かりやすく表現する方法 

・自立・自主性の醸成方法（ABW の

目的） 

・創造を支援する場づくり 

・リアル/バーチャルでの成果の見える化（サイ

ネージ等） 

・やってる感を演出するインテリア等の工夫 

 

・プログラミングによるオフィスの設定とチェ
ンジマネジメントでのリード方法の模索 

・創造的なオフィスのゴールがここにあった 

・物理的な制約から解放されて、仕事そのものの

自由度が高まることはポジティブであるが、人

との関わりの中で自己実現感を実感する機会は

少なくなっている可能性もある（承認欲求との

関連） 

承 認 

欲 求 

・働く目標の明確化 

・発表の場など「承認」される仕組

み 

・個人、チームが成長する仕組み、

学習する組織へ 

・仕事の見える化に寄与する場づく

り 

・社内コミュニティでの SNSの活用 

・オンラインシフトによるデジタルアーカイブ

の活用の容易化 

 

・個人が組織の中で輝くことできる仕組みと場 
・学習・感性強化の機会を増やす仕組み 
・在宅で家族からの承認を増やす仕組みや工夫 

・若年層を中心に集まらないことでの弊害が顕著

化している 

・評価方法の見直しも必要となってきている 

・承認されたと感じる瞬間がそんなにも仰々しく

ないのではとも思われる 

所属と

愛 の 

欲 求 

・自身が今の環境の中で求められて

いることをよりわかるようにする

ことが必要 

・所属意識・エンゲージメント向上 

・自らの立ち位置が分かる 

・イノベーションのためのゆるやか

なつながりの強化 

・在宅ワーク増加に即した施策提供 

・エンゲージメントサーベイツールの導入 

・分散型オフィスにおける帰属意識の醸成 

・オンライン上での交流イベント 

・新しいカタチのサークル活動の復活 

 

・コミュニケーション・コラボレーション促進 
・コンシェルジェ機能 
・活動が見える・感じる（リアル/バーチャル） 
サロン機能（リアル/バーチャル両面）の増強 

・コロナ前の人間関係を前提としてそのリソース

によりこの欲求が保たれた面がある 

・ワークエンゲージメントへの関心の高まり。 

・ワークエンゲージメントは上位と下位の欲求に

も影響すると考えられる 

・在宅ワークにおけるメンタルケアなどの問題が

顕著化 

・ウエルネス化との関連性 

・M＆Aとの関連でも期待されるニーズ 

安 全 

の欲求 

・安心して過ごすことができる空間 

・安全を確認することができる 

・生理的な快適性の維持 

・感染予防対策 

・人口密度を考慮した空間設計や運用 

・Prayer room / Mother’s room の設置 

 

・換気量調節、タッチレス、検温システムなど
新技術を反映した感染予防対策 

・コロナ禍で最も、注目された欲求であり、上位

の欲求を犠牲にしても最優先されている現状 

・ウェルビーイングへの関心の高まり 

・上位の欲求とのバランスや共存の検討が必要 

・パンデミックテロ対策 

・大震災、自然災害への関心の高まりなど、様々

な面で見直しがされつつある 

生理的 

欲 求 
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1． 研究経緯   
 本研究部会は、投資対象、または経営装置としてのオフィス

の投資価値を研究対象としている。2013 年の発足以来、投資

価値の対象は人であるという仮説に基づき、複数の事例視察

調査・研究を経て、オフィスに対する投資の考え方を確認し

てきた。   
 2013～2018 年は、外資／日系企業の成功事例を視察観察

およびヒアリング等をおこない部会での検証を行った。また、

オフィス構築の方法の 1 つであるプログラミングに着目し、

その調査手法の実施事例を検証した。 
 2019 年は、ビーコン等を活用したセンシングテクノロジー

の発達と場の関係性に着目し、行動モニタリング（行動デー

タ収集）等の定量的な情報を活用したコミュニケーション活

性化事例の検証を行った。 
 昨年度はこの計測結果をもとにした仮説の論証を進めると

ともに、さらに様々な調査手法や結果にも触れ、オフィス投

資評価手法の可能性を探った。そこで、社員の行動センサー

(位置情報や、モーションセンサー等を使って、人のコミュニ

ケーションの活性度等を図る技術)による分析結果をさらに

確認するとともに、コミュニケーションの実際と生産性との

関係について検討した。検討の結果、コミュニケーション量

や質の評価については、ワーカー同士の関係性の中で濃淡が

確認できた。しかし、投資価値としての生産性との関係性に

ついての立証はかなり困難を極めている。 
 その理由は、まず昨年からの新型コロナウィルスの影響に

よる半強制的な非接触環境、リモートワークが強いられ、そ

の働き方により、生産性を上げた会社と、新たな課題（生産

性の低下、在宅鬱、チームワークのほころび、OJT の機能不

全など）に遭遇した会社に二分された状況になったことが挙

げられる。また、リモートワークを中心とした働き方におい

ては、バーチャルなメールやチャットなどの情報技術がツー

ルとして、別途オフィス内で機能しており、その関係性が解

き明かされていないことも影響していると考えた。 
 そこで、今年度は、オフィス投資がなされている事例の中

で、様々な ICT 活用に着目し、これらをまず確認すること

を狙いとしたのである。 
 
2． 研究の方向性 

 2018 年 9 月の本研究内容の大会発表では、２つの行動セ

ンサーの事例報告を例に、センシングテクノロジーが働き方

改革に伴う働く場の適正な構築に有効な手法であることを確

認した。この一連のオフィスワーカーが利用する業務上の支

援技術を、当研究部会では「Office‐Tech」と呼ぶこととし、

このオフィス投資によってコミュニケーション改革が実現し

たことを確認した。しかし、この「Office‐Tech」を単純に導

入するだけではなく、組織や業務連絡の仕組みや制度等、管

理運用のルールを整備することが重要であることが分かって

きた。特に新型コロナウィルスの影響下においては、社員が

安心して働ける安全な環境を整備し、企業はサスティナビリ

ティについて取り組むために BCP・BCM を取り入れる必要

性が高くなっているといえる。   
  今年度は、オフィス投資を成功させるためにも、オフィス

内で利活用されている各種情報テクノロジーや IT、ICT ツー

ル等に着目する形で調査検討を継続する。その一つの事例と

して東京港区に本社を置く、ICT ソフトウェア事業を行う中

堅企業 P 社を事例研究対象としてとりあげた。P 社は新型コ

ロナウィルス感染症拡大以前から現在に至るまで、様々なオ

フィス改革に取り組んでおり、研究テーマに沿った適切な事

例であると考えられた。 
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3． 本年度の研究  

1） 事例（P 社）調査研究の概要   
P 社は、コロナ以前からオフィス改革の考え方として、基

本的に 3 つの検討要素を軸に変革を試みてきた。  
① ルール:（法令並びに規程や規則だけでなく働き方の制

度全般） 
     例えば、人事制度も柔軟に変えられるようにする。 
② ツール:（Office-Tech を含む、様々な仕掛け） 

  例えば、クラウドでチャットや web をどこでも利用でき

る。 
③ プレイス:（オフィス環境、自宅などの働く環境）  

  例えば、在宅勤務環境の整備も支援し、オフィスを選択制

にする。 
 
また、これらの三要素に加え、働き方の上位概念には、「最

もパフォーマンスが出せる働き方を自ら選び、そしてそれを

実行する」ということを社員に求め、本社オフィスやサテラ

イト、自宅オフィスなどそれぞれの業務内容や家庭環境、価

値観などをもとに働き方の選択肢を準備した（これは後述す

る ABW に相当すると考えられる）。  
変革のベースには、自らが働き方を変えていくという全社

員の意識が必要である。経営者は、ルール、ツール、プレイ

スそれぞれの順番を意識しながら、社員のモチベーションと

コミュニケーションを判断軸として、改善を繰り返した。 
 参考までにこれまでの変革の経緯を示す（図 1 参照）。 
 

 
図 1 P 社の取組みの変遷 

 
P 社では、従業員のアンケート調査を随時実施している。

2020 年に本格的なテレワーク中心の働き方に移行した中で、

2021 年の出社制限が緩和した際の調査では、オフィスに戻っ

て働きたいと考えている社員の割合は 95%以上であったが、

毎日オフィスに来たいと考える社員は全体の 5%以下となっ

た。 
テレワークを希望する社員の代表的な事由としては、コロ

ナ禍の中でテレワーク環境が充実し、顧客や取引先との理解

も得られることに加え、通勤が苦痛だと感じる影響もあるこ

とがわかった。一方、オフィスに来て働く目的の中で大多数

を占めるのは、オフィスでしかできないタスクを行うためと、

対面でのコミュニケーションを期待するこの 2 点が多くを占

める。  
2018 年に立ち上げたオフィスの当初のコンセプトは対面

で気持ちよくコミュニケーションできるオフィスとしていた

が、2021 年には、働く人々のモチベーションを高め、オフィ

スで働く人々のパフォーマンスを高める空間として、オフィ

ス自体に求める期待内容を変えた。オフィスにおける役割も、

時間の経過とともに変化させ続けているところが特徴である。  
    
2） モチベーション管理とコミュニケーションの質 
P 社は、2018 年頃においては 100 名程度の社員数であった

が、企業の成長とともに 2021 年現在は 300 名近い従業員を

抱えている。様々な取組みの結果、３ヶ月毎に測定している

モチベーション調査結果のスコアは 2018 年度 54.9 ポイント

だったが、2020 年度には 60 ポイントへ上がり、向上し続け

ている（図 2 参照）。  
 

 
図 2 モチベーションの変化 

 
P 社では、経営者のリーダーシップのもとツールを導入す

るだけなく、ルールを先行して変えることを優先実施してい

る。例えば、下記のようなルールを追加した。  
・オンラインによる雑談機会を設けるルール  
・オンラインによるチームメンバー同士のコミュニケーシ

ョン。  
オンライン上でもコミュニケーションの質や特性を可視化

するツール例としてオンライン 1on1 ミーティングがある。

これは、従来の１対１の面談方式から、上司と部下とのコミ

ュニケーションを毎週30分設けるというオンライン1on1ミ

ーティングをマネジャーへの義務としてルール化することで、

コミュニケーションの質向上を目指すものである（図 3 参照）。

これにより上司と部下の発話の関係などが明確になったとい

う。 
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図 3 オンライン 1on1 ミーティングの活用 
 
また、ルールの変更に追随して、数々のツールを導入して

いる。例えば、ビーコンや無線 LAN と組み合わせ、密のわ

かるオフィスとして出社前にオフィスの出社人数や過密度の

可視化を行い、安心して出社できる環境を構築した。万が一

の罹患者発生時には、過去のオフィス内の移動状況などから、

影響範囲を即座に可視化する試みも行っている。 このように

社員そのものの健康や生きがいにつながるオフィス改善を繰

り返している。 
また、プレイスであるこれらのオフィス改善の財源は、リ

モートオフィス（在宅勤務や本社のフリーアドレス化）を導

入することで見直された通勤費や諸経費の縮減分、また、既

存のオフィスを縮小した確保分にある。これらの財源をツー

ルやプレイスに再投資することで、より高い生産性を目指し

ている。 
一方、コロナ禍でのオフィス改革のツールとしての取組み

は、中堅企業 P 社の事例のみならず、多くの大企業が挑戦し

ている。いくつか大企業における事例もとりあげる。 
  

4． コロナ禍での Office-Techの取組みについて 

1） ツールとしての Office-Tech 
 ビフォーコロナではABW(アクティビティに応じて適切な

ワークシーンを選定できるワークプレイス)の活用による生

産性向上、各ワークシーンの座席配分を最適化することによ

るワークプレイスの稼働率向上・利用機会損失低減などに向

け、Office-Tech(特にワークプレイス内でのアクティビティ

把握)をワークスタイルやワークプレイスの恒常的な改善策

のための必須ツールとして導入する大企業が増加している。 
 一方、ウィズコロナでは、感染対策としてのリモートワー

ク増加により出社率が低下し、伴ってワークプレイスの縮小

とフリーアドレス運用へ切り替える企業が増加した。このこ

とによりワークプレイス内のアクティビティ把握は重要度が

低くなったと考える企業も増加しているが、ABW をはじめ

とするフリーアドレス運用では、ワークプレイス内の各シー

ンの利用率に基づくワークプレイスの必要面積の見極めが一

層重要であり、罹患者の発生が後日判明した場合に備えて

「各社員がどの席を利用していたか」「どの社員と接触して

いたか」といったトレーサビリティに関する Office-Tech ニ

ーズが新たに発生した（図 4 参照）。 
 また、リモートワーク増加による偶発的コミュニケーショ

ン不足に対する渇望が高まり、仮想ワークプレイスを導入

し、アバター同士の交流促進を行うツールに期待が高まって

いる。 
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3． 本年度の研究  

1） 事例（P 社）調査研究の概要   
P 社は、コロナ以前からオフィス改革の考え方として、基

本的に 3 つの検討要素を軸に変革を試みてきた。  
① ルール:（法令並びに規程や規則だけでなく働き方の制

度全般） 
     例えば、人事制度も柔軟に変えられるようにする。 
② ツール:（Office-Tech を含む、様々な仕掛け） 

  例えば、クラウドでチャットや web をどこでも利用でき

る。 
③ プレイス:（オフィス環境、自宅などの働く環境）  

  例えば、在宅勤務環境の整備も支援し、オフィスを選択制

にする。 
 
また、これらの三要素に加え、働き方の上位概念には、「最

もパフォーマンスが出せる働き方を自ら選び、そしてそれを

実行する」ということを社員に求め、本社オフィスやサテラ

イト、自宅オフィスなどそれぞれの業務内容や家庭環境、価

値観などをもとに働き方の選択肢を準備した（これは後述す

る ABW に相当すると考えられる）。  
変革のベースには、自らが働き方を変えていくという全社

員の意識が必要である。経営者は、ルール、ツール、プレイ

スそれぞれの順番を意識しながら、社員のモチベーションと

コミュニケーションを判断軸として、改善を繰り返した。 
 参考までにこれまでの変革の経緯を示す（図 1 参照）。 
 

 
図 1 P 社の取組みの変遷 
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スで働く人々のパフォーマンスを高める空間として、オフィ

ス自体に求める期待内容を変えた。オフィスにおける役割も、
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モチベーション調査結果のスコアは 2018 年度 54.9 ポイント

だったが、2020 年度には 60 ポイントへ上がり、向上し続け

ている（図 2 参照）。  
 

 
図 2 モチベーションの変化 

 
P 社では、経営者のリーダーシップのもとツールを導入す

るだけなく、ルールを先行して変えることを優先実施してい

る。例えば、下記のようなルールを追加した。  
・オンラインによる雑談機会を設けるルール  
・オンラインによるチームメンバー同士のコミュニケーシ

ョン。  
オンライン上でもコミュニケーションの質や特性を可視化

するツール例としてオンライン 1on1 ミーティングがある。

これは、従来の１対１の面談方式から、上司と部下とのコミ

ュニケーションを毎週30分設けるというオンライン1on1ミ

ーティングをマネジャーへの義務としてルール化することで、

コミュニケーションの質向上を目指すものである（図 3 参照）。

これにより上司と部下の発話の関係などが明確になったとい

う。 
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図 3 オンライン 1on1 ミーティングの活用 
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   図 5 東芝の共創センター「Creative Circuit™」 
 
 また、討議自体の密度やスピードをあげる Tech として、

Idea Wall Map®がある。これは、グローバルトレンドから

身近なニュースまでのキーワードをちりばめた天球儀のよう

なもので、情報の俯瞰や深堀と共に、全体感のなかで共通認

識を促し、討議の視点や道筋のコントロールに活用できる。

これにより、不必要な討議の迷走や堂々巡りを最小限にする

ことが期待できる（図 6 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 Idea Wall Map® 

 

 これらの Tech は、コロナ以前には、開発段階だったが、

ウィズコロナ下では完成し、さらに今後は必須ツールとな

り、その進展とともに使いこなすスキル向上も求められる。 
 
5． 一般的な企業の動向と現状および今後の課題  

 これまで中堅企業 P 社の事例研究での具体的な取組みと、

大企業を中心に行われてきた先進のツールの導入状況を見て

きた。これらを比較しながら、調査データを参考にコロナ禍

におけるリモートワークの現状と課題について整理する。 
 
1） 在宅勤務・リモートワークの実施率 
 2021 年 3 月に実施された東京商工リサーチの調査によれ

ば、在宅勤務やリモートワークの実施について、資本金 1 億

円以上の大企業では約 70%が現在も実施しており、一方、中

小企業については 3 割程度にとどまっていることがわかる

（図 7 参照）。特に大企業はリモートワークの実施状況を提

出する義務を負うなど、企業規模による条件の違いが色濃く

出ている。 
 

 
図 7 東京商工リサーチ 第 14 回「新型コロナウィルスに関

するアンケート 在宅勤務やリモートワークの実施について」 
 
2） 在宅勤務・リモートワークの制度化 
 一方、P 社でいう「ルール」、つまり一般的に働き方に関

する制度改革についての取組み、いわゆる、「制度化」は、

大企業の 65%が予定している一方で、中小企業においては

67%以上が制度化の予定はないという状況である（図 8 参

照）。大企業は、社会的責任としても、コロナ禍で直面して

いるニューノーマルに対する対応を余儀なくされていること

がわかる。 
 
 
 

 

 

図 8 東京商工リサーチ 第 14 回「新型コロナウィルスに関

するアンケート  働き方についての制度化について」 
 
 これらの結果より、大企業においては、BCP・BCM を踏

まえて在宅勤務・リモートワークを実施しており、従業員の

安全安心を優先することに対応してきた。これにより本社オ

フィスの役割も見直さざるを得なくなり、オフィス改革を余

儀なくされている。一方、中小企業については、現業中心で

一人当たりの役割も多いことから、在宅勤務よりも出社を優

先していることがわかる。また、制度化に希薄な点も否めず、

コロナ後は従来通りの出社形式に戻ると考えていることが推

測される。 
 
 統計データからは、大企業と中小企業との間でのコロナ禍

での働き方改革の違いが見えてくる。企業規模でいう中堅企

業ながら先の P 社は、「在宅勤務・リモートワーク」に積

極的に取組んできた。また、その取組み方としては、大企業

でも検討途中のルール改革（制度改革を含む）を経営主導で

優先してきたことが特徴といえる。また、Tech ツールやプ

レイスづくり（オフィス改革）をそれと連動して進めてきた
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プロセスが特徴的であり、その成果としてワーカーのモチベ

ーションが向上したのだろう。おそらく、大企業でも在宅勤

務などの新しい働き方を定着させるために制度改革が必要な

のだが、現実的には、ツール先行型のアプローチが採用され

ているようである。本社のあり方やワークプレイス改善など

にも着手し始めているが、働き方のルール構築まで連動でき

るかが今後の課題だと考えられる。 

6. 本研究からの提言   
 これでまで P 社の事例を通じて、ビフォーコロナの状況か

らウィズコロナの働き方の変革について考察してきた。しか

し、コロナ禍でも生産性が上がっている企業とそうでない企

業との差異はどこにあるのだろうか。コロナ禍で安全安心を

基準とした制約条件が新たに追加された今日の経営環境にお

いて、企業はその経営方針や管理基準を直ちに変更せざるを

得なくなっている。物理的に集合することが難しくなった働

く環境変化に対して、本件研究テーマでもあるOffice-Techを

使ったコミュニケーション改革が、その解決策の一助である

ことは間違いない。 
 しかし、これには、変革の個別要素をどのような順番で着

手することが望ましいのかという「変革の手順の重要性」に

ついても深く関わることがわかってきた。 
 
 P 社の事例を通じて、ルール、ツール、プレイスという、

一連の変革の取組みと手順は、コロナ禍で価値を生み出すオ

フィス投資を検討する際においても参考になった。 
 一方、大企業などでの変革の取組みは、どうしてもツール

（Office-Tech の導入など）やプレイス（センターオフィスの

オフィスレイアウト改修など）が先行してしまい、運用ルー

ルや管理手順が後回しになっているためか、組織に十分に浸

透する前に、どこかで停滞が発生しているようにも見える。 
 
 このような調査研究結果から、本研究におけるコロナ禍で

のオフィス改革における提言としては、以下の 5 点をあげた

い。 
1. 変革の方法論としてトップダウンアプローチの重要

性 
2. Office-Tech 導入に先立つルール（制度）改革の必要性 
3. センターオフィスの価値はコミュニケーションモデ

ル（リアルとバーチャル）によって支えられる 
4. コスト低減策による財源確保から最適オフィス再投

資を導く 
5. モチベーションを上げることで QOL 向上につなぐ。 

 

1.「トップダウンアプローチ」は、まさに、変革の騎手と

して経営者自らが、先頭に立ちリーダーシップを発揮するこ

との重要性を示している。ノール・ティッシーは「リーダー

シップ・エンジン」＊の中で、変革のリーダーシップを発揮

する仕組みが、組織内に内在していない企業に成長はないこ

とを解説している。特に、危機の中でマネジメントの対応は

あらゆる階層から注目されている。エンゲージメントが高ま

るか否かは、トップだけでなく各マネジメント層の対応に依

存しているといっても過言ではない。P 社の事業成長は、ま

さにこのリーダーシップ・エンジンに支えられているといえ

る。 
 

2. 「制度改革」は、変革を組織に浸透させる上での鍵と

もいえる。Office-Tech 導入を検討する前に、まずルール（制

度改革を含む）作りを検討すべきである。現在、大企業が取

り組んでいる JOB 型の人事評価制度をベースとした制度改

革もこの一端だと考えられる。P 社の事例では、規程や規則

といったものが含まれるものの、もう少し緩めの約束事や倣

うべきガイド的なルールも含まれている点が重要かもしれな

い。   
 
3.「コミュニケーション改革」に Office-Tech がもたらし

た影響は絶大である。これによりセンターオフィスの役割も

変化してきている。バーチャル会議や打ち合わせを円滑に進

めるためにも、技術的な仕掛けが必要になる。しかし、これ

は、リアル会議が不必要になったわけではない。バーチャル

な会議が増えれば増えるほど、リアル会議の価値は相対的に

向上する。出会いの中からイノベーションが生まれるという

ことは、共創センターの事例でも明白である。このことは、

リアルとバーチャルを組み合わせた新たなコミュニケーショ

ンモデル（ハイブリッドモデル）が必要になることを意味す

る。 
 
4. 「財源確保」は、業績低迷の中、企業がいかにコスト

を低減し、同時に生産性に寄与できる仕組みを導入できるか

ということを示している。センターオフィスのあり方を見直

すことで、改革の財源を確保し、そこから最適なオフィスへ

の再投資を導くこともセンターオフィスの役割となった。こ

の点も財務部門との連携など組織横断的なアプローチが必要

だといえる。 
 

5.「モチベーション」を上げていくことは、価値創造の源

泉である人財の産み出すパフーマンスに大きく影響する。こ

れまで、常に会社組織が与える環境で働く状況から、初めて

在宅勤務を経験したことは、ワーカーにとって大きな意識改

革だったに違いない。新たな働き方は、すでに 1 年を経過
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   図 5 東芝の共創センター「Creative Circuit™」 
 
 また、討議自体の密度やスピードをあげる Tech として、

Idea Wall Map®がある。これは、グローバルトレンドから

身近なニュースまでのキーワードをちりばめた天球儀のよう

なもので、情報の俯瞰や深堀と共に、全体感のなかで共通認

識を促し、討議の視点や道筋のコントロールに活用できる。

これにより、不必要な討議の迷走や堂々巡りを最小限にする

ことが期待できる（図 6 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 Idea Wall Map® 

 

 これらの Tech は、コロナ以前には、開発段階だったが、

ウィズコロナ下では完成し、さらに今後は必須ツールとな

り、その進展とともに使いこなすスキル向上も求められる。 
 
5． 一般的な企業の動向と現状および今後の課題  

 これまで中堅企業 P 社の事例研究での具体的な取組みと、

大企業を中心に行われてきた先進のツールの導入状況を見て

きた。これらを比較しながら、調査データを参考にコロナ禍

におけるリモートワークの現状と課題について整理する。 
 
1） 在宅勤務・リモートワークの実施率 
 2021 年 3 月に実施された東京商工リサーチの調査によれ

ば、在宅勤務やリモートワークの実施について、資本金 1 億

円以上の大企業では約 70%が現在も実施しており、一方、中

小企業については 3 割程度にとどまっていることがわかる

（図 7 参照）。特に大企業はリモートワークの実施状況を提

出する義務を負うなど、企業規模による条件の違いが色濃く

出ている。 
 

 
図 7 東京商工リサーチ 第 14 回「新型コロナウィルスに関

するアンケート 在宅勤務やリモートワークの実施について」 
 
2） 在宅勤務・リモートワークの制度化 
 一方、P 社でいう「ルール」、つまり一般的に働き方に関

する制度改革についての取組み、いわゆる、「制度化」は、

大企業の 65%が予定している一方で、中小企業においては

67%以上が制度化の予定はないという状況である（図 8 参

照）。大企業は、社会的責任としても、コロナ禍で直面して

いるニューノーマルに対する対応を余儀なくされていること

がわかる。 
 
 
 

 

 

図 8 東京商工リサーチ 第 14 回「新型コロナウィルスに関

するアンケート  働き方についての制度化について」 
 
 これらの結果より、大企業においては、BCP・BCM を踏

まえて在宅勤務・リモートワークを実施しており、従業員の

安全安心を優先することに対応してきた。これにより本社オ

フィスの役割も見直さざるを得なくなり、オフィス改革を余

儀なくされている。一方、中小企業については、現業中心で

一人当たりの役割も多いことから、在宅勤務よりも出社を優

先していることがわかる。また、制度化に希薄な点も否めず、

コロナ後は従来通りの出社形式に戻ると考えていることが推

測される。 
 
 統計データからは、大企業と中小企業との間でのコロナ禍

での働き方改革の違いが見えてくる。企業規模でいう中堅企

業ながら先の P 社は、「在宅勤務・リモートワーク」に積

極的に取組んできた。また、その取組み方としては、大企業

でも検討途中のルール改革（制度改革を含む）を経営主導で

優先してきたことが特徴といえる。また、Tech ツールやプ

レイスづくり（オフィス改革）をそれと連動して進めてきた
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プロセスが特徴的であり、その成果としてワーカーのモチベ

ーションが向上したのだろう。おそらく、大企業でも在宅勤

務などの新しい働き方を定着させるために制度改革が必要な

のだが、現実的には、ツール先行型のアプローチが採用され

ているようである。本社のあり方やワークプレイス改善など

にも着手し始めているが、働き方のルール構築まで連動でき

るかが今後の課題だと考えられる。 

6. 本研究からの提言   
 これでまで P 社の事例を通じて、ビフォーコロナの状況か

らウィズコロナの働き方の変革について考察してきた。しか

し、コロナ禍でも生産性が上がっている企業とそうでない企

業との差異はどこにあるのだろうか。コロナ禍で安全安心を

基準とした制約条件が新たに追加された今日の経営環境にお

いて、企業はその経営方針や管理基準を直ちに変更せざるを

得なくなっている。物理的に集合することが難しくなった働

く環境変化に対して、本件研究テーマでもあるOffice-Techを

使ったコミュニケーション改革が、その解決策の一助である

ことは間違いない。 
 しかし、これには、変革の個別要素をどのような順番で着

手することが望ましいのかという「変革の手順の重要性」に

ついても深く関わることがわかってきた。 
 
 P 社の事例を通じて、ルール、ツール、プレイスという、

一連の変革の取組みと手順は、コロナ禍で価値を生み出すオ

フィス投資を検討する際においても参考になった。 
 一方、大企業などでの変革の取組みは、どうしてもツール

（Office-Tech の導入など）やプレイス（センターオフィスの

オフィスレイアウト改修など）が先行してしまい、運用ルー

ルや管理手順が後回しになっているためか、組織に十分に浸

透する前に、どこかで停滞が発生しているようにも見える。 
 
 このような調査研究結果から、本研究におけるコロナ禍で

のオフィス改革における提言としては、以下の 5 点をあげた

い。 
1. 変革の方法論としてトップダウンアプローチの重要

性 
2. Office-Tech 導入に先立つルール（制度）改革の必要性 
3. センターオフィスの価値はコミュニケーションモデ

ル（リアルとバーチャル）によって支えられる 
4. コスト低減策による財源確保から最適オフィス再投

資を導く 
5. モチベーションを上げることで QOL 向上につなぐ。 

 

1.「トップダウンアプローチ」は、まさに、変革の騎手と

して経営者自らが、先頭に立ちリーダーシップを発揮するこ

との重要性を示している。ノール・ティッシーは「リーダー

シップ・エンジン」＊の中で、変革のリーダーシップを発揮

する仕組みが、組織内に内在していない企業に成長はないこ

とを解説している。特に、危機の中でマネジメントの対応は

あらゆる階層から注目されている。エンゲージメントが高ま

るか否かは、トップだけでなく各マネジメント層の対応に依

存しているといっても過言ではない。P 社の事業成長は、ま

さにこのリーダーシップ・エンジンに支えられているといえ

る。 
 

2. 「制度改革」は、変革を組織に浸透させる上での鍵と

もいえる。Office-Tech 導入を検討する前に、まずルール（制

度改革を含む）作りを検討すべきである。現在、大企業が取

り組んでいる JOB 型の人事評価制度をベースとした制度改

革もこの一端だと考えられる。P 社の事例では、規程や規則

といったものが含まれるものの、もう少し緩めの約束事や倣

うべきガイド的なルールも含まれている点が重要かもしれな

い。   
 
3.「コミュニケーション改革」に Office-Tech がもたらし

た影響は絶大である。これによりセンターオフィスの役割も

変化してきている。バーチャル会議や打ち合わせを円滑に進

めるためにも、技術的な仕掛けが必要になる。しかし、これ

は、リアル会議が不必要になったわけではない。バーチャル

な会議が増えれば増えるほど、リアル会議の価値は相対的に

向上する。出会いの中からイノベーションが生まれるという

ことは、共創センターの事例でも明白である。このことは、

リアルとバーチャルを組み合わせた新たなコミュニケーショ

ンモデル（ハイブリッドモデル）が必要になることを意味す

る。 
 
4. 「財源確保」は、業績低迷の中、企業がいかにコスト

を低減し、同時に生産性に寄与できる仕組みを導入できるか

ということを示している。センターオフィスのあり方を見直

すことで、改革の財源を確保し、そこから最適なオフィスへ

の再投資を導くこともセンターオフィスの役割となった。こ

の点も財務部門との連携など組織横断的なアプローチが必要

だといえる。 
 

5.「モチベーション」を上げていくことは、価値創造の源

泉である人財の産み出すパフーマンスに大きく影響する。こ

れまで、常に会社組織が与える環境で働く状況から、初めて

在宅勤務を経験したことは、ワーカーにとって大きな意識改

革だったに違いない。新たな働き方は、すでに 1 年を経過
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した。ウィズコロナでは、最適な場所や時間帯を判断し、働

く場所を選ぶことで喜びを得たり、移動する苦痛を避け在宅

などを選択することで安心感を得たりしている。つまり、ワ

ーカーにとって働くモチベーションが多様化しているのであ

る。今後はそれぞれが多様な生活の質(QOL)を求めているこ

とに配慮が必要となるに違いない。 
 
 最後に、本研究のこれからについて述べたい。これまで、

オフィスの投資価値を研究し続けてきたが、今回のコロナ禍

での事例研究を通じて、オフィスと Office Tech の関係は、

これまで総務部門と情報システム部門の管理に論点が置かれ

ていた。しかし、今回、さらに人事部門を巻き込んだ制度改

革との一体化で検討すべきだということがわかってきた。 
 今後の研究の方向性として、この制度改革や社内ルールに

まで、研究領域を広げながら、引き続き Office Tech の可能

性について、検討していきたい。 
 
                         
＊：ノール・M・ティッシー 「リーダーシップ・エンジン」持続す

る企業成長の秘密 一條和生訳  

東洋経済新報社 2002 年 

1 

第22回日本オフィス学会大会 22nd JOS National Convention 
日本オフィス学会研究部会発表 A Report of the Study Group for JOS National Convention 

 

在宅ワークにおける人間工学的ガイドライン 
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1. はじめに 
オフィス人間工学研究部会では、2014年の研究部会発足当
初から、「リモートワークにおける人間工学的ガイドライン」

作成を目的に、センターオフィス以外での働きかたについて、

様々な角度からの研究を進めてきていた。そこに、2019年 12
月、中国武漢で発生した新型コロナ感染症（COVID-19）が瞬
く間に世界で猛威をふるい、日本でも 2000 年 3 月には第一
回緊急事態宣言が発令され、半ば強制的に在宅勤務を余儀な

くされるという特殊な状況が突然発生した。研究部会では、

これに対応して、リモートワークのうち、「在宅ワーク(自宅

でのテレワーク)」に特化した一般ワーカー向けの人間工学的

視点からの働き方や環境についてのガイドライン(1)(2)を、早

急に作成し、社会に貢献することとした。すでにいろいろな

組織がこの分野に関するガイドラインを提唱している中、当

研究部会の提案がより有用となることを期待している。 

 

2. 従来研究 
 ここで研究部会が 2000 年 3 月から、在宅ワークについて
行ってきた研究について述べる。 

 研究部会では、過去 5 年間のリモートワーク全般に関する
研究成果を踏まえ、その中から「在宅ワーク」に特化した働

き方や環境に関する人間工学ガイドラインの作成を目的にし

た研究を行った。 

 ガイドラインの各項目を抽出するにあたり、問題点を見出

すために在宅ワークを行っている画像収集から始め、それら

を Google Cloud Platformにある、Google Cloud Visionを用
いて画像解析を行った。得られるデータは、ラベルとしての

テキストデータと同時にラベル検出の確度値になるので、そ

の後クラスタリングが可能となる。 

 クラスタリングの結果、表 1 の通り、今回のデータは、在
宅ワークの特徴を表す 3つのクラスターに分類された。 

 

表 1 3つのクラスター分類結果 

 

 

cluster_name label
cluster1 オフィス型で学びのある作業 Job

Learning
Employment
White-collarworker
Sitting
Technology
Desk
Office

cluster2 自宅×オフィス型での作業

Furniture
Desk
Sitting
Table
Room
Office
Computerdesk
Chair
Job

cluster3 自宅型でのコンピュータ作業

Electronicdevice
Technology
Laptop
Computer
Job
Sitting
White-collarworker


